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要約 

 

近年の若年層を対象とする大規模なパネル調査を用い、正規・非正規間の

雇用形態の変化が家計にもたらす影響を分析した。大規模なパネルデータ

を用いることにより、雇用形態が変化した若年層を多く観察することが可

能となり、その厚生的含意を導き出すことが可能となる。推計の結果、非

正規雇用家計の直面する所得リスクは一時的・恒常的いずれに関しても正

規雇用家計の 4 倍以上にのぼることが明らかとなった。また、正規から非

正規に雇用形態が変化した家計は労働時間を増加させるが、支出も同時に

大幅に低下させており、その低下幅は非正規から正規に変化した場合の支

出増加幅とほぼ同じで約 12%であった。これは、一旦非正規雇用となった

場合、生涯の恒常所得が大幅に低下し、深刻な厚生ロスをもたらすことを

示している。 

 

 

  

1. 導入 

 

 高度成長期から 1980 年代末まで、日本の完全失業率は 2%程度と極めて低い水準で安

定していた。オイルショックを乗り越え、長期にわたり拡大を続けた当時の日本経済は多

                                                  
1 本研究は、「国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部・一般会計プロジェクト「家計の

経済資源・人的資源と社会保障の機能の関連性に関する実証的研究」（平成 21～23 年度）及び科学研究

費補助金若手研究(S)(課題番号 21673001)の成果物である。本稿で使用した成年者縦断調査の個票データ

は、国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部・一般会計プロジェクト「家計の経済資源・

人的資源と社会保障の機能の関連性に関する実証的研究」（平成 21～23 年度を基にして、統計法第 32 条

に基づく二次利用申請により使用の承認（国立社会保障・人口問題研究所「社人研発第 092901 号」(平
成 22 年 9 月 29 日付け）；厚生労働省大臣官房統計情報部「承認番号：統発 1025 第 5 号」（平成 22 年

10 月 25 日付け））を得たものである。また一橋大学グローバル COE プログラムおよび慶應義塾大学経

商連携グローバル COE プログラムによる「慶應義塾家計パネル調査」の個票データの提供を受けた。さ

らに、社会保障人口問題研究所でのセミナー参加者、安部由起子氏、川口大司氏、及び山本勲氏から有

益なコメントを多くうけた。ここに感謝したい。 
2 〒186-8603 国立市中 2-1 一橋大学経済研究所。E-Mail: nabe@ier.hit-u.ac.jp 
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くの研究者の関心を集め、中でも終身雇用に代表されるような安定した雇用システムはメ

インバンクと並び、日本型システムの典型として注目を集めた。しかしながら、1990 年

代初頭における、いわゆるバブル経済崩壊を契機に状況は一変し、就職氷河期とも言われ

るほど環境は悪化し始めた。製造業を中心に、企業の従業員削減が行われた 2000 年代初

頭では完全失業率は 5%に達し 15-24 歳の男性層の失業率は 10%を超えるなど、雇用問題

は日本における大きな社会問題として認識されるようになった。 

 雇用状況の悪化、特に若年層の失業率の上昇は日本に限った現象ではなく、フランスで

は若年失業率が 20%を超えるなど、世界的に深刻な経済問題となっている。近年の日本で

特徴的なのは、失業のみならず、非正規雇用による就業の増加が注目を集めている点にあ

る3。正規雇用・非正規雇用の定義には様々なものがあるが、ここでは、期限を設けない

雇用契約を結び、企業が容易に解雇できないフルタイム社員を正規雇用、一方、フルタイ

ムであっても期限を設けた雇用契約、パートおよびアルバイト、さらに人材派遣会社と契

約し派遣先企業で働く派遣労働者を非正規雇用と呼ぶことにする。派遣労働は 2004 年の

労働者派遣法の改正前までは通訳や点検、整備などの専門職に限定されていたが、改正後、

ほぼ全ての産業で派遣労働者の使用が可能となった。そのため、1980 年代では全雇用者

において 15%程度を占めるにすぎなかった非正規雇用者は、2006 年には 30%を超えるよ

うになっている4。学校を卒業し、80 年代であれば企業に正規雇用として就職していたで

あろう者たちの多くが、不本意ながら非正規雇用の就職しか得られないのではないか?そ

のような問題意識から、多くの研究や政策提言が行われている。 

 もっとも、若者にとり、非正規雇用や失業を経験することが本当に深刻な問題であるか

否かは必ずしも自明ではない。佐藤・小泉(2007)が指摘するように、非正規雇用に携わる

人々は多様であり、人によっては自由時間を重視し、自ら望んで非正規の雇用形態を選択

している人達も少なからず存在している可能性はある5。たとえ、正規雇用を希望しなが

ら、不本意ながら非正規の仕事しか得られなかった場合を考えても、それが大きな問題で

あるか否かは、その後の当人の就業状況に大きく依存することになる。非正規雇用に不本

意ながら従事している人は、どの程度の確率でその後に正規雇用につくことができるの

か?その場合の賃金、失業確率、昇進確率は、最初から正規雇用についた者とどの程度異

なるのであろうか?非正規雇用の問題を定量的に計測するためには、単に非正規雇用者と

正規雇用者の賃金を比較するだけではなく、非正規雇用についた者達の、その後の人生を

知らねば、その問題の全体像をつかむ事はできない。そして、現在のように、リーマンシ

                                                  
3 若者の雇用問題に関しては膨大な研究の蓄積があるが、近年の労作として、太田(2010)と OECD(2010)
を挙げることができる。前者は専門家による精緻な実証分析であり、後者では多くの国際比較がなされ

ている。 
4 平成 21 年度経済財政白書、p.200 第 3-1-1 図より。なお、白書における非正規雇用にはパート、アル

バイト、派遣、契約・嘱託による雇用が含まれている。 
5 山本(2011)は、「不本意ながら非正規雇用として就業している者」は、非正規雇用者全体の13.8%に留ま

るという試算を行っている。 



3 
 

ョックや大震災など多くの不測の事態が発生する時代では、現在の事象が将来にどのよう

な意味を持つかを調べることは特に困難な課題となっている。 

 本考察は、日本の若者が、非正規雇用になることでどの程度、将来の経済厚生が変化す

るか、定量的な分析を試みるものである。一般に将来を予測することは困難であるが、マ

クロ経済学で発達してきた動学モデルを用いることで、現在の情報から将来の経済厚生に

与える影響を計測することがある程度は可能になる。この手法は決して新しいものではな

く、1950 年代のフリードマンによる一連の論文まで遡ることができる伝統的な手法であ

るが、労働経済学や社会保障論では必ずしも有効に活用されてこなかった6。 

 本考察のもう一つの特徴は、厚生労働省が 2002 年から毎年行っている、21 世紀成年者

縦断調査(以降、縦断調査)の個票データを用いる点にある。縦断調査は、2002 年に 20 歳

から 34 歳であった男女およびその配偶者を対象とし、年に一度、11 月に調査されている

ものであり、同一個人・家計を長期にわたって追跡する、日本の公式統計では珍しいパネ

ルデータとなっている。回収された調査票は、初年度で 27,893 と非常に多く、第 6 回目

においても 16,444 の調査票が回収されている。日本における代表的な家計パネルデータ

である家計経済研究所や慶應義塾大学によるパネルデータと比較し、サンプルサイズの点

では圧倒している。このため、就業や結婚、出産等に関する統計的分析に特に適している

が、このデータを用いた経済分析は十分な蓄積があるとは言えない状況にある。本考察で

は、この縦断調査を用い、就業状態が正規から非正規に変化した場合の、労働時間や所得

や労働時間および消費支出の変化を考察する。また、Blundell,. et al (2008)に従い、若年

層の直面する所得リスクを恒常的なものと一時的なものに分割し、それが正規就業者と非

正規就業者でどの程度異なるかを計測する。これらは、著者が知る限り、日本においては

初めての推定となる。結果をまとめると次のようになる: (1)非正規労働から正規労働に変

化した場合、就業時間はほとんど変化せず、所得は 24%増加する、(2)一方、正規から非

正規に変化した場合は、就業時間は 12%増加し、年収は 7%低下する。(3)支出は、正規か

ら非正規に変化した場合、所得や労働時間の変化をコントロールした上でも、12%程度低

下する、(4)一方、非正規から正規に変化した場合は、支出は 12%程度増加する。(5)非正

規労働者が直面する一時的、恒常的所得リスクは、どちらも正規労働者の約 4 倍強となっ

ている。これらは、標準的なライフサイクル・恒常所得仮説と整合的であり、正規から非

正規への就業状態の変化に伴う厚生の低下は深刻であることを強く示唆するものである7。 

 

2. データ 

 

 本考察で用いたデータは、縦断調査の 2002 年から 2007 年までの 6 回分の個票データ

                                                  
6 例えば、Friedman (1957)がこの分野の古典であり、近年のサーベイとしては Deaton (1992)、阿部

(2011)がある。 
7 なお、本稿では契約社員、派遣労働者、パート、アルバイトを非正規就業と定義している。 
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である。縦断調査は、2001 年国民生活基礎調査の調査地区から無作為抽出した 1,700 地

区において、2002 年 10 月末日において 20 歳から 34 歳までの男女を対象に、毎年 11 月

に行われている大規模なパネル調査である。調査手法は、原則として調査員が調査対象家

計を訪問し調査票を配布し後日回収する、いわゆる留め置き調査であるが、転居した人に

対しては郵送調査が行われている。所得に関しては前年の年収を、支出に関しては、直前

の 10 月における生活費(住宅ローン支払い、保険料、税金支払い等は含まれない)を質問し

ており、いずれも記憶ベースである。例えば、2003 年調査における支出は 2003 年 10 月

の支出額であり、年収は 2002 年の 12 カ月間の所得の合算値、労働時間は 2003 年 11 月

現在の情報である。したがって、分析の際にはこの期間のずれを調整する必要がある8。 

 表 1 は、2002 年から 2007 年までの縦断調査に記録されている男性の月次消費支出と個

人年収および週当たり労働時間を年齢別にまとめたものである9。ただし、消費支出に関

しては、世帯全体の支出であるため、20 代前半の場合は両親等の支出が含まれている可

能性が高い。2002 年の若年層の支出額が大きいのはそのためだと思われる。25 歳以降の

支出をみると、年齢と共に増加している傾向を観察できる。年収に関しては明確に年齢に

関する増加関数となっている。同一年齢に限定した、横方向、すなわち年効果をみると、

特に全体では明確な傾向を観察することはできない。週労働時間は 30 代後半で 50 時間程

度と長くなっている。 

 図 1 は、2002 年から 2009 年までの慶應義塾大学による家計パネル調査(KHPS)と本分

析で用いている縦断調査の所得および支出を比較したものである10。横軸は男性年齢であ

り、二人以上世帯に限定している。また、支出に関しては、縦断調査において他の家計メ

ンバーのと支出の区別がつかないサンプル、すなわち、世帯全体の支出を回答しているも

ののみを対象とした。図から明らかなように、年収に関しては、KHPS のほうが若干高い

ものの、両調査でほぼ同額となっており、年齢との関係もほぼ同一である。一方、支出に

関しては 20 代前半における両調査の乖離は大きい。この原因は不明であり今後の課題で

あるが、KHPS の 20 代前半のサンプルサイズは各年齢で 50 以下と小さく、数百の観察

数を確保できる縦断調査と比べ、精度が低くなっている可能性は否定できない。 

                                                  
8 厳密には、支出は 1 ヵ月、所得は 12 ヵ月なので、この時間集計のずれも調整する必要があるが、本考

察ではタイミングのずれのみ調整する。構造モデルの推計を行う場合は、より詳細な調整、あるいは仮

定を置く必要が生じる。 
9 なお、役員は自営業と同じカテゴリーに所属しているため、本考察では正規・非正規いずれにも分類

しなかった。企業役員の賞与は企業利潤の利益処分から分配されるため、個人の属性よりも企業収益の

影響をうけるが、日本では、役員は労働者でもあり、役員給料の一部は利益処分ではなく、人件費に含

まれている。したがって、役員所得を通常の労働者の所得と同一視することも、全く異なるものとみな

しサンプルから除外することも望ましいとは言えない。しかしながら、本考察は主に若年層であるため、

個人企業ではない企業の役員になっているケースは少ないと思われるため、役員の除外は結果に大きな

影響を与えないと判断した。 
10 縦断調査では、支出として、税・社会保険・貯蓄・生命保険等を除外した、毎年 10 月の支出を質問

している。一方、KHPS では毎年 1 月の支出を質問しており、必ずしも一致してないことに注意せよ。

なお、所得は共に調査前年の勤労・その他所得の合算である。なお、KHPS では支出は世帯単位である

ので、縦断調査でも、他の家計メンバーによる支出と区別しているサンプルは除外している。 
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 表 2 は縦断調査における男性の年齢別就業状況およびその変化を示している。年齢と共

に正規就業者の割合は増加しているが、30 代前半においても非正規就業となっている者

は 2002 年において約 6%存在し、その割合は近年増加しているように見える。とはいえ

正規から非正規に雇用形態が変化した者の割合は、同一年齢で横方向に比較する限りは明

確な傾向は観察されない。 

 

3. 所得変動の分解 

  

 本節では、Blundell, et al. (2008)に従い、標準的な労働所得の動学過程を紹介する。家計i

がh歳の時、t年に受け取る所得(あるいは賃金)の対数値を yi,h,t  とし、下記のような所得

過程を仮定する。 

,

,

,,1,1,,,

,,,,,,,,

ththithi

thithithithi Xy











 

  thiX ,,  は観察可能であり、かつ家計間で共通な効果をもつ所得の説明要因である。 

thi ,,  は系列相関をもたない誤差項であり、一時的な所得ショック、あるいは所得データ

の計測誤差に対応する。 thi ,,  はランダムウォークに従う恒常的所得変動であり、 .,, th  

は系列相関がなく、かつ、 thi ,,  およびそのラグ項とも相関をもたない、恒久的所得ショ

ックである。 

 今、単純化のため観察可能な変数の効果 thiX ,,  を無視すると11、 

.,,,,,, thithithiy    

  さらに、   および   の分散が時間に関して一定であると仮定し、同一時点における

年齢別の分散を計算すると、 

Varyi,h,t  
2  Var t,  

Varyi,h−1,t−1   
2  Var t−1 .  

                                                  
11 実際の推定の際には、第一段階として、所得や消費を観察可能な変数に回帰し、その残差を用いて分

析することで、観察可能な効果を除去する。 
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 ところで、 

Var t  Var t−1   
2 .

 

したがって 

    .2
1,1,,,   thithi yVaryVar  

  このように、所得の分散の増分より恒常的所得ショックの分散を知ることが可能であ

る。さらに、消費支出の情報が利用可能であれば、一時的ショックの分散の大きさも推計

可能になる。 

 Hall (1978)による恒常所得モデルに従うと、所得と消費の間に下記の関係があることを

示すことが可能である。消費支出を tc ,金利をrとすると、消費支出と所得の間には下記の

関係がある。 

 
 

 
.

1

1
1 where

,
11

1

1

0




























tTt

s
sttt

tT

s
tt

r

r

yEE

r

r
c





 

 ここで、いま、観察される対数所得が下記のような、恒常的所得変動 yt
p

 と恒常ショッ

ク t  、一時的ショック t  、および計測誤差 t  で描写可能であるとする。 

,tt
p
tt yy    

t
p
t

p
t yy  1 . 

すると 

.
1

1

t
t

tt r

r
c 









 

消費変化率の分散は 

     .
1

21

t
t

tt Var
r

r
VarcVar 


 













 

消費変化率と所得変化率の共分散を計算すると 

,tttty    

   

     .
1

,
1

t
t

ttt Var
r

r
VarycCov 
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 となる。特に、共分散を用いる場合、消費データに計測誤差が含まれていても、それが

系列相関がなく、真の消費データや所得と無相関である限り、共分散の値に影響を与えな

いため、信頼性が高くなる。 

  Hall (1978)の恒常所得モデルでは、貯蓄による自己保険以外、いかなる保険も存在しな

いと仮定されているが、実際には、失業保険や親族からの移転等、多くの保険の可能性が

存在する。そこで、無限視野( 01 
t )を仮定し、一般的に所得ショック x t  に対する保

険の程度の指標として、 

   
  ,

,
1

t

tt
t xVar

xcCov
x


  

と定義する。 x t  が恒常ショック  ttx   のとき、恒常所得モデルでは   0 とな

り、恒常ショックに対する保険は存在しない。また、 x t  が一時ショック  ttx   の

ときは、   1 となり、完全な保険が存在する。 

 いま、所得データに含まれる計測誤差 t  を無視すると、 

,ttty    

 この共分散をとると、 

   .,1 ttt VaryyCov    

 また、 

   .,, 1 tttt cCovycCov    

 恒常ショックに関しては、下記のような和を考える。 

,1121

,1111

11












ttttt

tttttt

ttt yyy


  

すると、恒常ショックの分散は 

   ,, 11 ttttt VaryyyyCov    

 で与えられる。したがって、一時ショックに対する保険の程度としては 

   
  ,,

,
1

1

1

tt

tt
t yyCov

ycCov







  

 恒常ショックに対しては 

   
  ,,

,
1

11

11









tttt

tttt
t yyyyCov

yyycCov
  

で保険の程度を計測することができる。Blundell, et al. (2008)は、アメリカのPSIDとCEXを
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マッチングさせたデータを用い、一時ショックに対する保険は95% 、恒常ショックに対

する保険は36% 存在するという結果を得ている。Kaplan and Violante (2010)は、CRRA型効

用関数と流動性制約を伴う予備的貯蓄モデルをシミュレートし、Blundell, et al. (2008)の結

果が再現されるか否かを検証した。無限視野の確実性等価モデル(各期の効用関数が二次

式)では、一時ショックに対する保険は完全で、恒常ショックに対する保険はゼロとなる

が、より一般的なモデルでは、解析的に消費と所得の共分散を求めることは不可能であり、

保険がどの程度存在するかはパラメターの値に依存してくる。Kaplan and Violante (2010)

は所得過程として所得がi.i.d.ショックとランダムウォーク(恒常ショック)により構成され

ると仮定し、シミュレーションを行った。その結果、一時ショックに対してはほぼ完全な

保険が観察されたが、恒常ショックに対する保険は23% と、Blundell, et al. (2008)よりも低

い値となるとしている。 

 所得や支出の共分散構造を用いる上記の推定には、最低でも4回のパネル調査が必要で

ある。また、縦断調査における支出と年収情報の間の一年近いラグを考えると、五回の調

査が必要である。幸い、本考察では6回分のパネル調査が利用可能であり、上記の推定手

法を用いることができる。表3は推定に用いたデータの記述統計を正規・非正規別にまと

めたものである。正規と非正規を比較すると、年収の水準は前者が高く、一方階差残差の

分散は後者が大きい。すなわち、非正規労働者は正規労働者に比べて、年収は低く、かつ

その変動が大きいことがわかる。支出に関しても年収ほどではないが同様の傾向を窺うこ

とができる。 

 表4は恒常・一時所得ショックの分散および保険の程度を男性の正規・非正規就業別に

推定したものである12。家計経済研究所によるパネルデータを利用した阿部・稲倉(2007)

は就業者全体をプールし、彼等の所得変動を恒常ショックと一時ショック(計測誤差)に分

解しており、その推定量は、本考察のようにアンバランスデータを用いる場合、恒常ショ

ックは0.0243、一時ショックは0.0182という結果を得ている。表4の結果は正規・非正規い

ずれの場合でも一時ショックの大きさが阿部・稲倉(2007)よりも小さい値となっているが、

その乖離は大きなものではない。また、恒常ショックの大きさは、阿部・稲倉(2007)の結

果は表4の正規・非正規の間に入っており、阿部・稲倉(2007)がいずれの労働者もプールし

ていることを考えると、表4の結果は先行研究とほぼ整合的となっていると言うことがで

きる。表4によると、非正規雇用の恒常所得ショックは正規に比べて4倍以上の大きさがあ

り、一時ショックの大きさも5倍弱程度と非常に大きな水準となっている。一方、消費デ

ータを用いた保険の強度に関しては、非正規雇用の保険は正規よりも大きな値となってお

り、直感に反する結果となっている。しかしながら、ここでの保険の指標は所得ショック

の分散との比率で定義されており、非正規雇用者の保険の大きさは、所得ショックの分散

                                                  
12 なお、サンプルは 21 歳以上 40 歳未満の男性に限定している。女性を除外したのは、結婚や出産に伴

う就業状況の変化の分析が複雑になるためである。 
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が著しく大きい結果であると考えることも可能である13。 

 なお、表4の推計では、非正規(正規)雇用にある者は、ずっと非正規(正規)に留まると暗

黙のうちに仮定している。雇用形態の変化があれば、所得のリスクも変化することになる。

したがって、本来であれば、同一個人の雇用形態変化確率も含めた、大きなシステムでの

推計が必要となる。しかしながら、そのシステムの推計をするためには、本考察で触れて

いない、失業および労働市場からの撤退という選択肢も含めたものにする必要があり、そ

れらの推計は極めて困難なものとなる。本考察では、雇用形態の変化を取り込んでいない

ため、正規雇用者の所得リスクは、将来非正規に変化するリスクを考慮しておらず過小に、

逆に非正規雇用者の所得リスクは過大に推計されている可能性があり、注意が必要である。

このような問題は、所得過程を具体的に推計する際には避けられないものであるが、次節

で用いる消費情報に依拠する手法では、この問題を回避可能である。 

 

4. 雇用形態の変化と消費・就業時間の反応 

 

 表2によると、雇用形態が正規から非正規に変化するサンプルは、20代では数%、30代

では1%弱存在している。この雇用形態の変化が事前に予測されたものであれば、恒常所

得・ライフサイクル仮説に従う場合、家計に十分な貯蓄が存在する限り、この変化に伴い

消費支出が変化することはないはずである。また、この変化が予期されないものであった

としても、一時的なものと家計がみなしている場合、若年層の支出はほとんど変化しない

はずである。もしも雇用形態の変化に伴い、大きな消費変化が観察されるのであれば、正

規から非正規への変化は恒常所得の変動を引き起こし、家計に大きなダメージを与えてい

ることになる。 

 表5は、非正規から正規に、あるいは正規から非正規に変わった場合を1とするダミー変

数を説明変数とした場合の、一週間の労働時間の変化を変量効果で推定したものである14。

前年に非正規就業であったものが今期に非正規になった場合、今期の週当たり就業時間は

特に増加はしておらず、統計的にはゼロを棄却できない。一方、正規から非正規に変化し

た場合は大きなかつ統計的に有意な労働時間の増加が観察されている。被説明変数は対数

階差であり、0.12ポイントの増加は、12%強の労働時間の増加を意味している。一方、年

収の変化に関する変量効果推定の結果は表6で報告されており、非正規から正規への変化

は25%程度の年収の大幅な増加をもたらすが、正規から非正規に変化する場合の年収の低

下は7%程度に留まる。これは、表5の結果と合わせると、正規から非正規に変化した分の

賃金率の低下を労働時間を増加させることで対応していると解釈することが可能である。 

 表7は、支出変化率と就業状態の変化の関係をまとめたものである。非正規から正規に

                                                  
13 正規雇用の一時ショックに対する保険は na となっているが、これは消費と所得の共分散が負になっ

ており、1 を超える保険となっていることを意味している。 
14 表 5-8 では、説明変数・被説明変数いずれに関しても階差、あるいは変化の情報であるため、変量効

果であっても、単純な個人間異質性の影響は取り除かれている。 
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変化した場合、どのスペックでも支出はほぼ11%から13%増加することが示されている。

一方、正規から非正規に変化した場合の支出の低下も、また11%から12%程度であり、正

規・非正規の変化は、支出に対して対称的な効果を与えていることがわかる。この結果は、

就業状態の変化がもたらす所得の変化の実現値を考慮しても変化しない。したがって、こ

の約12%という支出の変化は、正規と非正規雇用の間の恒常所得の違いと解釈することが

可能である15。 

  

 

5.  まとめ 

 

 雇用形態が正規か非正規かにより、家計の行動は大きく異なる。特に、正規雇用から非

正規雇用に変化した場合、12%の消費支出の低下が発生する。これは、生涯の恒常所得が

12%程度低下していると解釈可能である。逆に、非正規から正規に雇用形態が変化したと

きの増加が、ほぼ同規模であることからも、雇用形態の変化が生涯所得に与える影響が大

きいことをうかがことが可能である。さらに、一度でも非正規雇用を経験した者は、所得

の変動がずっと正規雇用であり続けたものよりも遥かに大きく、恒常所得ショックの分散

は4倍以上にのぼる。これは、若年層にとり、非正規雇用であることが、(1)生涯所得の低

下、及び(2)生涯所得の変動の増加、という二重のコストを払っていることを意味する。さ

らに、正規から非正規に雇用形態が変化した者の労働時間も大きく増加しており、非正規

化により余暇消費を充実している様子は観察されない。これらの結果は、従来のクロスセ

クション分析や、規模の小さいな家計パネルからは得られることのできなかったものであ

り、縦断調査という大規模なパネルデータの意義をよく示していると言えよう。 

 以上の結果は、日本の若年層において、非正規雇用の問題が極めて深刻であることを強

く示唆するものである。特に、非正規化により生涯所得が大幅に低下することは、マクロ

の貯蓄や消費、ひいては社会保障システムに対しても無視できない影響を与えるものと考

えられる。若年層の雇用形態がマクロ経済全体に与えるインパクトを今後、詳細に分析す

る必要があると思われる。 
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表1: 男性年齢別年収・支出・労働時間の推移

年齢 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
21 202.81 147.90 37.77
22 206.73 204.76 175.34 178.07 37.99 38.43
23 160.04 157.69 138.86 198.60 195.63 212.69 43.00 42.66 43.04
24 184.15 171.95 160.78 157.15 238.03 237.56 237.08 234.43 45.85 45.70 44.24 43.00
25 141.81 192.07 155.58 155.63 177.32 251.52 230.62 263.85 249.23 256.93 43.91 44.88 46.57 46.18 45.20
26 172.66 181.29 160.27 166.64 173.47 150.95 278.36 257.46 278.80 279.56 292.53 270.40 45.60 43.01 48.10 46.58 48.47 47.60
27 179.87 169.11 167.09 171.60 177.32 169.28 291.24 276.53 288.57 298.46 317.31 313.06 45.14 45.23 45.57 46.51 48.57 47.69
28 173.49 184.02 173.12 177.66 186.74 184.07 320.32 316.03 311.60 304.83 331.52 313.20 46.79 45.99 47.35 45.84 49.54 47.80
29 188.03 202.28 169.76 190.21 176.55 187.88 327.25 304.34 323.46 330.13 320.57 328.03 45.07 45.95 46.96 48.16 47.88 49.34
30 183.72 177.63 189.12 171.57 201.91 194.18 331.79 334.58 358.48 336.63 363.20 334.06 45.44 44.64 47.92 47.74 50.59 48.49
31 190.12 194.09 186.55 186.52 186.45 204.89 356.41 322.92 352.16 367.33 356.03 357.37 46.38 45.70 49.47 48.34 49.88 47.76
32 206.32 173.24 198.33 199.14 204.58 190.44 353.88 355.74 387.84 388.71 400.22 366.66 46.74 44.05 48.21 48.58 51.96 48.93
33 205.93 177.85 207.18 206.04 203.91 212.21 412.81 366.18 406.04 412.38 404.92 410.86 45.30 46.29 47.59 47.99 50.01 51.61
34 202.84 196.15 212.47 218.37 207.56 211.78 422.50 380.36 416.93 418.50 418.87 407.95 46.51 43.67 46.64 49.22 50.77 49.77
35 212.09 228.61 218.97 231.94 212.10 392.52 461.25 425.45 448.51 437.28 46.39 48.96 50.15 49.95 49.19
36 230.41 230.27 228.93 224.25 467.99 461.84 454.32 436.77 49.10 50.02 50.82 50.74
37 237.09 232.78 225.04 471.57 485.33 450.15 49.68 51.66 49.90
38 257.01 240.56 499.95 488.19 51.72 50.33

注:　消費支出の単位は千円、年収の単位は万円

月次世帯消費支出 男性前年年収 男性週当たり労働時間



表2: 男性年齢別の就業状態の推移

年齢 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 年齢 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
21 0.335 21 0.542
22 0.406 0.373 22 0.452 0.470
23 0.530 0.483 0.474 23 0.315 0.324 0.330
24 0.583 0.587 0.543 0.623 24 0.246 0.210 0.233 0.276
25 0.644 0.590 0.568 0.647 0.635 25 0.198 0.201 0.204 0.238 0.252
26 0.665 0.616 0.587 0.694 0.687 0.677 26 0.170 0.181 0.144 0.176 0.202 0.220
27 0.679 0.648 0.588 0.731 0.726 0.708 27 0.123 0.142 0.154 0.152 0.159 0.175
28 0.714 0.648 0.643 0.720 0.718 0.729 28 0.099 0.129 0.090 0.161 0.145 0.140
29 0.721 0.699 0.619 0.762 0.704 0.727 29 0.078 0.100 0.120 0.101 0.152 0.141
30 0.732 0.692 0.671 0.714 0.750 0.726 30 0.083 0.073 0.085 0.113 0.107 0.128
31 0.722 0.694 0.668 0.773 0.733 0.741 31 0.058 0.088 0.066 0.092 0.094 0.108
32 0.711 0.670 0.650 0.723 0.757 0.727 32 0.059 0.068 0.075 0.097 0.090 0.101
33 0.717 0.670 0.688 0.776 0.743 0.772 33 0.058 0.056 0.057 0.077 0.069 0.082
34 0.703 0.670 0.625 0.760 0.787 0.741 34 0.052 0.059 0.058 0.065 0.068 0.075
35 0.653 0.660 0.771 0.742 0.799 35 0.055 0.053 0.055 0.065 0.063
36 0.639 0.754 0.746 0.732 36 0.037 0.053 0.063 0.073
37 0.727 0.753 0.736 37 0.057 0.051 0.075
38 0.73 0.76 38 0.055 0.052

年齢 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 年齢 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
22 0.013 22 0.041
23 0.028 0.024 23 0.101 0.099
24 0.012 0.023 0.007 24 0.067 0.053 0.051
25 0.017 0.023 0.013 0.023 25 0.035 0.027 0.052 0.058
26 0.020 0.015 0.014 0.026 0.005 26 0.036 0.041 0.041 0.050 0.035
27 0.024 0.018 0.019 0.019 0.006 27 0.038 0.028 0.021 0.038 0.028
28 0.022 0.005 0.008 0.015 0.007 28 0.020 0.031 0.024 0.023 0.024
29 0.015 0.014 0.015 0.022 0.020 29 0.017 0.017 0.016 0.031 0.018
30 0.011 0.012 0.017 0.019 0.005 30 0.014 0.022 0.022 0.020 0.015
31 0.013 0.010 0.014 0.007 0.018 31 0.007 0.013 0.017 0.023 0.017
32 0.011 0.008 0.022 0.024 0.011 32 0.015 0.015 0.006 0.020 0.004
33 0.006 0.005 0.008 0.008 0.003 33 0.006 0.011 0.022 0.023 0.003
34 0.010 0.008 0.007 0.018 0.007 34 0.008 0.006 0.011 0.013 0.011
35 0.008 0.008 0.004 0.011 0.005 35 0.007 0.011 0.013 0.012 0.003
36 0.011 0.011 0.006 0.006 36 0.010 0.013 0.012 0.008
37 0.010 0.009 0.008 37 0.012 0.012 0.000
38 0.006 0.002 38 0.013 0.002

正規就業者 非正規就業者

正規から非正規に変化 非正規から正規に変化



表3:　記述統計　正規・非正規別支出・年収(男性)

支出水準(千円) 対数支出残差 対数支出残差階差 年収水準(万円) 対数年収残差 対数年収残差階差

観察数 7333 4775 1927 8126 6120 3086

平均 310.8612 -0.0383 -0.0133 187.7390 -0.2897 0.0135

標準偏差 633.6821 0.6178 0.6943 156.2188 0.5200 0.4387

中央値 105 -0.1161 -0.0068 180 -0.2379 -0.0187

観察数 7418 5385 2512 9562 7731 4396

平均 365.5194 -0.0086 -0.0145 301.8598 -0.0382 -0.0038

標準偏差 708.4897 0.5488 0.5987 244.7558 0.4710 0.3402

中央値 150 -0.0261 -0.0163 300 0.0186 -0.0269

注:　非正規は、六回の調査で一度でも非正規雇用を経験した者

正規は、六回の調査で常に正規雇用であった者

二人以上十人未満の世帯に住む男性の所得に限定。消費は世帯単位

契約社員、派遣労働者、パート、アルバイトを非正規と定義

残差は、対数支出・年収を年ダミー、家族人数ダミー、年齢ダミーに回帰した結果得られたもの

支出に関しては、他の家計メンバーの支出と区別できないデータに限定した。

また、所得に関しては、年収50万円未満と2000万円より多いデータはoutlierとして対象から外した。

非正規

正規



表4:　共分散構造から得られる恒常ショックと一時ショック分散

非正規 正規

恒常ショック分散 0.0458 0.0101

消費との共分散 0.0045 0.0052

保険の強度 0.9020 0.4842

一時ショック分散 0.0609 0.0137

消費との共分散 0.0121 -0.0047

保険の強度 0.8007 na

注:　非正規は、六回の調査で一度でも非正規雇用を経験した者

正規は、六回の調査で常に正規雇用であった者

男性の所得に限定。消費は世帯単位。

所得と消費支出は対数をとり、世帯人数ダミー、年齢ダミー、年ダミーに回帰した残差の階差をとったもの

年収50万円未満と2000万円より多いデータはoutlierとして対象から外した。

支出に関しては、他の家計メンバーの支出と区別できず、かつ正の値をとり月額100万円を超えないデータに限定した。



表5:　就業状態の変化が消費に与える影響

(1) (2) (3) (4)

被説明変数 対数支出階差 対数支出階差 対数支出階差 対数支出階差

非正規から正規に変化 0.08897*** 0.08954*** . .

(0.0277) (0.0277) . .

正規から非正規に変化 . . -0.10078** -0.10116**

. . (0.0416) (0.0415)

定数 0.11125*** -0.04359 0.11542*** 0.11393***

(0.0428) (0.0591) (0.0428) (0.0410)

観察数 17,614 17,614 17,614 17,614

世帯数 8,172 8,172 8,172 8,172

家族数ダミー yes no yes no

年ダミー・年齢ダミー yea yes yes yes

括弧内は標準誤差

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

変量効果推定

他の家計メンバーの支出と区別できず、かつ正の値をとり月額100万円を超えないデータに限定した。

また、前年からの対数階差の絶対値が2を超えるサンプルも除外した。



表6: 年収変化と就業状態変化

被説明変数
(1) (2)

非正規から正規に変化 0.24833***

(0.02)

正規から非正規変化 -0.07163**

(0.03)

定数 -0.05381 -0.05668

(0.07) (0.07)

年ダミー、家族人数ダミー、年齢ダミー Yes Yes

観察値数 6,585 6,585

ユニット数 3,938 3,938

注:　括弧内は標準誤差。

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

被説明変数は年収の対数階差

年収50万円未満と2000万円より多いデータはoutlierとして対象から外した。

前年からの対数階差の絶対値が2を超えるサンプルも除外した。

年収変化率



表7: 家計支出変化と就業状態・所得・労働時間変化

被説明変数
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

非正規から正規に変化 0.11421** 0.12329*** 0.12499*** 0.13458***
(0.05) (0.05) (0.05) (0.05)

正規から非正規変化 0.03654 0.04401* 0.03857 0.04694*
(0.03) (0.03) (0.03) (0.03)

所得変化率 -0.10873* -0.11188* -0.11278* -0.11671*
(0.06) (0.06) (0.07) (0.07)

労働時間変化率 -0.01243 -0.01241 -0.01209 -0.01203
(0.01) (0.01) (0.01) (0.01)

定数 -0.06119 -0.00878 -0.06261 -0.00454 0.07267 0.06896 0.09415 0.09982
(0.14) (0.15) (0.14) (0.15) (0.10) (0.10) (0.15) (0.15)

年ダミー、家族人数ダ
ミー、年齢ダミー

Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 6585 6585 6585 6585 6224 6224 6224 6224
ユニット数 3938 3938 3938 3938 3777 3777 3777 3777.00

注: 括弧内は標準誤差。

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

被説明変数は対数支出階差

残差は、対数支出・年収を年ダミー、家族人数ダミー、年齢ダミーに回帰した結果得られたもの

支出に関しては、他の家計メンバーの支出と区別できないデータに限定した。

また、所得に関しては、年収50万円未満と2000万円より多いデータはoutlierとして対象から外した。

さらに、所得変化率、支出変化率、労働時間変化率は、いずれも前年からの対数階差の絶対値が2を超えるサンプルを除外した。

世帯支出変化率
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